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 豊田市水道工事分担金要綱

目次      

第１章  総則（第１条・第２条） 
第２章  水道施設布設工事分担金 
第１節 受託分担金工事（第３条 第９条）
第２節 承認分担金工事（第１０条 第１５条）
第３章  水道施設移転改良等工事分担金（第１６条 第２２条）
第４章  水道施設修繕工事分担金（第２３条 第２９条）
第５章  雑則（第３０ 第３１条）
  附則 

第１章 総則 
（趣旨） 
第１条  この要綱は、豊田市水道工事分担金条例（昭和４６年条例第１号。以下「条例」という。）及
び豊田市水道工事分担金規程（昭和４６年水道局管理規程第１号。以下「規程」という。）に定める
もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

  （分担金の区分） 
第２条  この要綱に定める分担金の区分は、次のとおりとする。 
（１）水道施設布設工事分担金 
  ア 受託分担金工事 
  イ 承認分担金工事 
（２）水道施設移転改良等工事分担金（給水装置を含む。） 
（３）水道施設修繕工事分担金（給水装置を含む。） 

第２章 水道施設布設工事分担金 
第１節 受託分担金工事 

（適用範囲） 
第３条 この節の規定は、条例第３条第１号に規定する水道施設の工事に適用する。 

（工事の申込み） 
第４条 前条の工事を申し込む者（以下この節において「申込者」という。）は、水道施設布設工事申
込書（様式第１号）（以下「布設申込書」という。）に別表第 1 に掲げる書類を添付して事業管理者
（以下「管理者」という。）に提出しなければならない。 
２ 申込者は、豊田市水道事業給水条例施行規程（昭和４２年水道局管理規程第１号）第２条第１項の
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給水装置工事承認申請書（以下「給水申請書」という。）の提出と同時に布設申込書を提出しなけれ
ばならない。ただし、開発行為の場合については、この限りではない。 
３ 申込者は、布設申込書を提出する前までに、配水管の布設位置、水道施設用地（以下「水道用地」
という。）の取得の有無、水道用地の寄附の時期、工程等、水道施設の計画について管理者と協議を
行わなければならない。 

（決定の通知） 
第５条 管理者は、前条第１項の規定による布設申込書を受理した場合、当該申込みに係る工事の施工
の可否及び受託分担金の額を決定（工事の施工を可とした場合に限る。）し、工事施工決定通知書
（様式第２号）（以下「決定通知書」という。）により申込者に通知するものとする。 
２ 管理者は、前項の規定により受託分担金の額を決定した場合、管理者発行の納入通知書（以下単に
「納入通知書」という。）を申込者に送付するものとする。ただし、第６条第３項の協議等により納
入通知書が不要な場合は除く。 

（受託分担金の額） 
第６条 受託分担金の額は、総経費（規程第３条第１項に規定する総経費をいう。以下同じ。）の額
とする。 

２ 規程第３条第１号ただし書の特別な費用には、測量、調査、設計、監理に関する委託費を含むもの
とする。また、水道用地を管理者で取得する必要がある場合は、水道用地の取得に係る費用も含むも
のとする。 
３ 規程第４条ただし書の管理者が必要と認めた場合とは、申込者が国、県、市又はこれらに準ずる公
共性を有する団体（以下「公共団体」という。）であって、公共団体が決定通知書の受理（工事の施
工を可とした場合に限る。）後に管理者と分担金の納入方法及び納入時期について協議し、協議書又
は協定書が作成された場合をいう。 

（工事の施工） 
第７条 工事の施工は、管理者が行うものとする。  
２ 第４条第３項の協議の結果、水道用地の取得が必要な場合は、原則その水道用地は申込者が取得し
たうえで、申込者は、水道施設寄附採納届（様式第１２号）（以下「寄附採納届」という。）に別表
第４に掲げる書類を添付し、第４条第３項の協議により定められた期日までに管理者に提出し、水道
用地の寄附及び登記事務をしなければならない。ただし、第４条第３項の協議の結果、水道用地につ
いて申込者で取得することができないと管理者が判断した場合、水道用地は管理者が取得するものと
し、申込者は地権者との交渉等に協力をしなければならない。 

（工事の変更及び中止） 
第８条 申込者の原因による工事の変更（中止の場合を含む。）（以下この節において単に「工事の変
更」という。）を行う必要が生じた場合、管理者及び申込者は次に掲げる事項を遵守しなければなら
ない。 
（１）申込者は、工事の変更を行う必要が生じた場合、速やかに管理者と変更の内容等について協議
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を行わなければならない。 
（２）申込者は、工事の変更を行う場合、工事変更申込書（様式第３号）（以下「変更申込書」とい
う。）を管理者に提出しなければならない。ただし、軽微な変更等管理者が必要ないと認めた場合
は、この限りではない。 

（３）管理者は、前号に規定する変更申込書を受理した場合、工事変更決定通知書（様式第４号）
（以下「変更決定通知書」という。）により申込者に通知するものとする。 

２ 管理者は、自らが発注する工事において工事内容等を変更する必要が生じた場合、変更内容につい
て申込者と協議し、その結果を施工変更通知書（様式第５号）（以下「変更通知書」という。）によ
り申込者に通知するものとする。ただし、軽微な変更の場合は、この限りではない。 
３ 管理者は、工事の変更により分担金の追徴が必要となった場合、変更による分担金の額を決定し、
納入通知書を申込者に送付するものとする。 

（分担金の精算） 
第９条 管理者は、条例第６条の規定により分担金の精算の必要が生じた場合、分担金の精算額を決
定し、分担金精算通知書（様式第６号）（以下「精算通知書」という。）により申込者に通知する
ものとする。 
２ 分担金の還付が必要な場合、申込者は、前項の精算通知書の受理後、速やかに豊田市上下水道局
指定請求書（以下「請求書」という。）を管理者に提出するものとする。 
３ 分担金の追徴が必要な場合、管理者は、第１項の精算通知書に納入通知書を合わせて申込者に送
付するものとする。 

第２節 承認分担金工事 
（適用範囲）   
第１０条 この節の規定は、条例第３条第１号に規定する水道施設の工事のうち、次の各号のいずれか
に該当し、管理者が認めた工事に適用する。 
（１） 口径５０ミリメートルの配水管を布設する水道工事 
（２） 公道内の本管から延伸又は分岐し、開発区域内に配水管を布設する水道工事 
（３） 開発行為に起因して、既設配水管に単独で消火栓を設置する水道工事 

（工事の申込み）  
第１１条 前条の工事を申し込む者（以下この節において「申込者」という。）は、布設申込書に承認
分担金工事誓約書（様式第７号）はじめ、別表第１に掲げる書類を添付して管理者に提出しなければ
ならない。 
２ 申込者は、給水申請書の提出と同時に布設申込書を提出しなければならない。ただし、前条第 2 号
及び第３号の工事の場合については、この限りではない。 
３ 申込者は、布設申込書を提出する前までに、配水管及び消火栓の布設計画、工程等、水道施設の計
画について管理者と協議を行わなければならない。 

（決定の通知） 
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第１２条 管理者は、前条第１項の規定による布設申込書を受理した場合、当該申込みに係る工事の施
工の可否及び承認分担金の額を決定（工事の施工を可とした場合に限る。）し、決定通知書により申
込者に通知するものとする。 
２ 管理者は、前項の規定により承認分担金の額を決定した場合、納入通知書を申込者に送付するもの
とする。 

（承認分担金の額）  
第１３条 承認分担金の額は、総経費のうち、事務費、消費税及び地方消費税の額とする。 
２ 前項の事務費の単価については、毎年度改めるものとする。 

（工事の施工） 
第１４条 工事の施工は申込者が行うものとし、工事について管理者及び申込者は次に掲げる事項を遵
守しなければならない。 
（１）水道工事施工業者は、布設申込書を提出する時点において以下の事項を全て満たす豊田市上下
水道局指定給水装置工事事業者でなければならない。 
ア 共通事項  本市から入札参加停止又は入札参加保留の措置を受けていないこと。
イ 建設業許可 一般建設業許可又は特定建設業許可（水道施設工事）を受けていること。
ウ 施工実績 豊田市上下水道局発注による水道施設工事又は豊田市上下水道局承認による承認分
担金工事のいずれかを、申請年度前１０年間に施工完了した施工実績（下請けとしての実績は不
可とする。）を有すること。 

（２）申込者は、第１２条第１項の決定通知書の受理後速やかに工事の施工に関して管理者と詳細を
協議しなければならない。 

（３）第１０条第１号及び第２号の工事における配水管布設場所は、公共団体が現に管理する道路又
は事業完了後に水道用地若しくは公共団体の管理する道路として帰属や寄附がされる場所とする。 

（４）申込者は、工事に着手する前に別表第２に掲げる書類を添付した工事着手届（様式第８号）及
び工事用材料使用届（様式第９号）を管理者に提出しなければならない。工事用材料使用届につ
いては、工事用材料を使用する前までに管理者の確認を受けなければならない。 

（５）申込者は、豊田市上下水道局「水道管工事標準仕様書」及び道路管理者等の占用許可条件に従
い施工しなければならない。 

（６）第１０条第１号に掲げる工事の期間は、工事着手届に記載の着手日から９０日以内とする。 
（７）申込者は、工事の変更（中止の場合を含む。）を行う必要が生じた場合、事前に管理者と協議
の上、変更申込書を管理者に提出しなければならない。ただし、協議の結果、布設延長１０メー
トル以内の軽微な変更等管理者が必要ないと認めた場合は、変更申込書の提出は必要ないものと
する。 

（８）管理者は、前号の変更申込書を受理した場合、変更決定通知書により申込者に通知するものと
する。 

（９）申込者は、工事が完成したときは、速やかに工事完成届（様式第１０号）に別表第 3 に掲げる
書類を添付して管理者に提出するとともに、完成検査を受けなければならない。 

（１０）管理者は、前号の工事完成届を受理した場合、受理後１４日以内に完成検査を実施し、工事
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が適正に完了したと認めたときは、工事検査結果通知書（様式第１１号）により申込者に通知す
るものとする。 

（１１）管理者は、前号の完成検査の結果、不備があると判断した場合、申込者に対し補修等必要な
措置を命じるものとする。この場合において、当該必要な措置の完了をもって工事の完成とみな
し、第９号及び第１０号の規定を適用する。 

（１２）申込者は、第１０号の完成検査に合格したときは、工事検査結果通知書を受理した日から７
日以内に寄附採納届に別表第４に掲げる書類を添付して管理者に提出しなければならない。 

（分担金の精算） 
第１５条 管理者は、条例第６条の規定により分担金の精算の必要が生じた場合、分担金の精算額を
決定し、精算通知書により申込者に通知するものとする。 
２ 分担金の還付が必要な場合、申込者は、前項の精算通知書の受理後、速やかに請求書を管理者に
提出するものとする。 
３ 分担金の追徴が必要な場合、管理者は、第１項の精算通知書に納入通知書を合わせて申込者に送
付するものとする。 

第３章 水道施設移転改良等工事分担金 
（適用範囲） 
第１６条  この章の規定は、条例第３条第２号に規定する水道施設の工事に適用する。 

（工事の申込み） 
第１７条 前条の工事を申し込む者（以下この章において「申込者」という。）は、水道施設移転改良
等工事申込書（様式第１３号）（以下「移転申込書」という。）に別表第５に掲げる書類を添付して
管理者に提出しなければならない。ただし、緊急の場合は、電話等により申し込むことができる。 
２ 申込者は、移転申込書を提出する前までに、水道施設の移転改良等について管理者と協議を行わな
ければならない。ただし、緊急の場合は除く。 

（決定の通知）   
第１８条 管理者は、前条第１項の規定による移転申込書を受理した場合、当該申込みに係る工事の施
工の可否及び水道施設移転改良等工事分担金の額を決定（工事の施工を可とした場合に限る。）し、
決定通知書により申込者に通知するものとする。 
２ 管理者は、前項の規定により水道施設移転改良等工事分担金の額を決定した場合、納入通知書を申
込者に送付するものとする。ただし、第１９条第６項の協議等により納入通知書が不要な場合は除く。 
３ 管理者は、前２項の規定に関わらず第１７条第１項の申込みによる工事を管理者自らが施工すると
判断した場合、修繕移設作業伝票（様式第１４号）（以下「修繕伝票」という。）を作成し、修繕移
設施工通知書（様式第１５号）（以下「修繕通知書」という。）により申込者に通知した後、修繕移
設施工分担金請求書（様式第１６号）（以下「修繕請求書」という。）に納入通知書を合わせて申込
者に送付するものとする。 



 6

（水道施設移転改良等工事分担金の額） 
第１９条 水道施設移転改良等工事分担金の額は、総経費の額とする。 
２ 既設管を移転改良する場合の総経費の額は、条例第５条第２項により、管理者が別に定めた償却単
価に対象延長を乗じて得た償却累計額を減じるものとする。 

３ 既設管と新設管で管種や口径が異なる場合は、それぞれ次に掲げるとおり総工事費（規程第３条第
１項に規定するものをいう。以下同じ。）を更正するものとする。 
（１）管種が変更となる場合には、口径別に対象となるそれぞれの延長に、管理者が別に定めた材料
費の差額を乗じて得た額の累計額を減じた額とする。 

（２）口径が増径変更となる場合には、口径別に対象となるそれぞれの延長に要する総工事費に、管
理者が別に定めた口径別の係数の比率を乗じて得た額の累計額とする。 
（３）前２号が同時となる場合には、口径別に対象となるそれぞれの延長について、第１号にて更正
した額に、第２号における係数の比率を乗じて得た額の累計額とする。 

４ 前項の規定に関わらず第１７条第１項の申込みによる工事を管理者自らが施工すると判断した場合
の総工事費は、管理者が別に定めた工事単価を用いて算出した額とする。 
５ 第２項の償却単価、第３項第１号の材料費の差額、第３項第２号の口径別の係数及び前項の工事単
価については、毎年度改めるものとする。 
６ 規程第４条ただし書の管理者が必要と認めた場合とは、申込者が公共団体であって、公共団体が決
定通知書の受理（工事の施工を可とした場合に限る。）後に管理者と分担金の納入方法及び納入時期
について協議し、協議書若しくは協定書が作成された場合又は管理者が緊急と判断した場合をいう。 

（工事の施工） 
第２０条 工事の施工は、管理者が行うものとする。 

（工事の変更及び中止） 
第２１条 申込者の原因による工事の変更（中止の場合を含む。）を行う必要が生じた場合、管理者及
び申込者は次に掲げる事項を遵守しなければならない。 
（１）申込者は、工事の変更を行う必要が生じた場合、速やかに管理者と変更の内容等について協議
を行わなければならない。 

（２）申込者は、工事の変更を行う場合、変更申込書を管理者に提出しなければならない。ただし、
軽微な変更等管理者が必要ないと認めた場合は、この限りではない。 

（３）管理者は、前号に規定する変更申込書を受理した場合、変更決定通知書により申込者に通知す
るものとする。 

２ 管理者は、自らが発注する工事において工事内容等を変更する必要が生じた場合、変更内容につい
て申込者と協議し、その結果を変更通知書により申込者に通知するものとする。ただし、軽微な変更
の場合は、この限りではない。 
３ 管理者は、工事の変更により分担金の追徴が必要となった場合、変更による分担金の額を決定し、
納入通知書を申込者に送付するものとする。 

（分担金の精算） 
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第２２条 管理者は、条例第６条の規定により分担金の精算の必要が生じた場合、分担金の精算額を
決定し、精算通知書により申込者に通知するものとする。 
２ 分担金の還付が必要な場合、申込者は、前項の精算通知書の受理後、速やかに請求書を管理者に
提出するものとする。 
３ 分担金の追徴が必要な場合、管理者は、第１項の精算通知書に納入通知書を合わせて申込者に送
付するものとする。 

第４章  水道施設修繕工事分担金 
（適用範囲） 
第２３条 この章の規定は、条例第３条第３号に規定する水道施設の工事に適用する。 

（工事の申込み） 
第２４条  前条の工事を申し込む者（以下この章において「申込者」という。）は、水道施設修繕工事申
込書（様式第１７号）（以下「修繕申込書」という。）に別表第６に掲げる書類を添付して管理者に
提出しなければならない。ただし、緊急の場合は、電話等により申し込むことができる。 
２ 申込者は、修繕申込書を提出する前までに、水道施設の修繕について管理者と協議を行わなければ
ならない。ただし、緊急の場合は除く。 

（決定の通知） 
第２５条 管理者は、前条第１項の規定による修繕申込書を受理した場合、当該申込みに係る工事の施
工の可否及び水道施設修繕工事分担金の額を決定（工事の施工を可とした場合に限る。）し、決定通
知書により申込者に通知するものとする。 
２ 管理者は、前項の規定により水道施設修繕工事分担金の額を決定した場合、納入通知書を申請者に
送付するものとする。ただし、第２６条第４項の協議等により納入通知書が不要な場合は除く。 
３ 管理者は、前２項の規定に関わらず第２４条第１項の申込みによる工事を管理者自らが施工すると
判断した場合、修繕伝票を作成し、修繕通知書により申込者に通知した後、修繕請求書に納入通知書
を合わせて申込者に送付するものとする。 

（水道施設修繕工事分担金の額） 
第２６条 水道施設修繕工事分担金の額は、総経費の額とする。 
２ 第２４条第１項の申込みによる工事を管理者自らが施工すると判断した場合の総工事費は、管理者
が別に定めた工事単価を用いて算出した額とする。 
３ 前項の工事単価については、毎年度改めるものとする。 
４ 規程第４条ただし書の管理者が必要と認めた場合とは、申込者が公共団体であって、公共団体が決
定通知書の受理（工事の施工を可とした場合に限る。）後に管理者と分担金の納入方法及び納入時期
について協議し、協議書若しくは協定書が作成された場合又は管理者が緊急と判断した場合をいう。 

（工事の施工） 
第２７条 工事の施工は、管理者が行うものとする。 
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（工事の変更） 
第２８条 管理者は、自らが発注する工事において工事内容を変更する必要が生じた場合、変更内容等
について申込者と協議し、その結果を変更通知書により申込者に通知するものとする。ただし、軽微
な変更の場合は、この限りではない。 
２ 管理者は、工事の変更により分担金の追徴が必要となった場合、変更による分担金の額を決定し、
納入通知書を申込者に送付するものとする。 

 （分担金の精算） 
第２９条 管理者は、条例第６条の規定により分担金の精算の必要が生じた場合、分担金の精算額を
決定し、精算通知書を申込者に通知するものとする。 
２ 分担金の還付が必要な場合、申込者は、前項の精算通知書の受理後、速やかに請求書を管理者に
提出するものとする。 
３ 分担金の追徴が必要な場合、管理者は、第１項の精算通知書に納入通知書を合わせて申込者に送
付するものとする。 

第５章 雑則 
（委任） 
第３０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。 

（様式） 
第３１条 条例、規程及びこの要綱の施行に必要な書類は、次に定めるところにより作成しなければな
らない。 
（１） 水道施設布設工事申込書 様式第１号 
（２） 工事施工決定通知書 様式第2号 
（３） 工事変更申込書 様式第３号 
（４） 工事変更決定通知書 様式第４号 
（５） 施工変更通知書 様式第５条 
（６） 分担金精算通知書 様式第６号 
（７） 承認分担金工事誓約書 様式第７号  
（８） 工事着手届 様式第８号 
（９） 工事用材料使用届 様式第９号 
（１０）工事完成届 様式第１０号  
（１１）工事検査結果通知書  様式第１１号  
（１２）水道施設寄附採納届 様式第１２号  
（１３）水道施設移転改良等工事申込書 様式第１３号  
（１４）修繕移設作業伝票 様式第１４号  
（１５）修繕移設施工通知書 様式第１５号  
（１６）修繕移設施工分担金請求書 様式第１６号  
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（１７）水道施設修繕工事申込書 様式第１７号   
附  則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ 平成１１年３月３１日までに受理した工事の申込み及び協定したものは、なお従前の例による。 
（藤岡町の編入に伴う経過措置） 
３ 編入前の西加茂郡藤岡町の区域における工事に係る工事分担金については、編入の日から平成１
８年３月３１日までの間は、この要綱の規定にかかわらず、藤岡町工事分担金徴収要綱（平成１０
年藤岡町要綱第１号）の例による。 
附  則 

この要綱は、平成１２年６月１日から施行する。 
附  則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 
附  則 

この要綱は、平成１３年９月１日から施行する。 
附  則 

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 
  附 則 
この要綱は、平成２６年８月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、平成３０年１１月１日から施行する。 
附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
  附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、令和6年4月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ 令和６年３月３１日までに受理した工事に係る申込みその他の手続については、なお従前の例に
よる。 
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別表第１（第４条、第１１条関係） 
水道施設布設工事申込書に添付する書類 

名 称 備 考 部数
位置図 1/2,500 1/10,000 １
平面図 1/500 1/1,000 １
道路横断図 1/100 １

  配管詳細図 
第１０条に係る工事の申込みの場合
に必要

１ 

  開発行為許可書（写） 
第１０条第 2 号、第 3 号に係る工事の
申込みの場合に必要

１ 

公図（写） １
工程表 １

承認分担金工事誓約書 
第１０条に係る工事の申込みの場合
に必要

1 

占用申請に必要な添付書類 
第１０条に係る工事の申込みの場合
に必要

２ 

その他必要な書類 １

別表第2（第１４条関係） 
工事着手届に添付する書類 

名 称 部数
道路使用許可書（写） １
その他必要な書類 １

別表第３（第１４条関係） 
工事完成届に添付する書類 

名 称 備 考 部数

  出来形資料 

位置図（1/2,500 1,0000） 
平面図（1/,1000または1/500） 
道路横断図（1/100） 
掘削標準図（1/20） 
配管詳細図 
オフセット図 
舗装展開図 
出来形成果総括表、測定結果一覧表 
継手管理表 
工事写真（紙又は電子納品）

１ 
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その他必要な書類 １

別表第４（第7条、第１４条関係） 
水道施設寄附採納届に添付する書類 

名 称 備 考 部数

 竣工図 

位置図 
平面図 
道路横断図（第１４条のみ必要） 
掘削標準図（第１４条のみ必要） 
配管詳細図（第１４条のみ必要） 
オフセット図（第１４条のみ必要）

2 

  その他必要な書類 
寄附に必要な書類 
（第７条のみ必要）

2 

別表第５（第１７条関係） 
水道施設移転改良等工事申込書に添付する書類 

名 称 部数
位置図 １
平面図 １
その他必要な書類 １

別表第６（第２４条関係） 
水道施設修繕工事申込書に添付する書類 

名 称 部数
位置図 １
写真 １
その他必要な書類 １


